
第15回国家資格
キャリアコンサルタント学科試験

超直前ヤマ当てポイント
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第15回学科試験の予想
３つのポイント
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１．新学科試験範囲
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２．既に作成済みの試験がある
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３．コロナ禍という
世界規模の雇用問題
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第15回試験（以降）のポイント
➡ニューノーマルな「働き方」の専門家
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コロナ禍

少子高齢化 雇用氷河期



１．労働経済白書

２．能力開発基本調査

３．職業能力開発推進者

４．テレワーク

５．労働施策総合推進法

６． 「人生100年時代」の企業の在り方

７． 「若年者の就業状況・キャリア・職業能力開発の現状③
−平成29年版『就業構造基本調査』より−」

８．副業・兼業促進ガイドライン

９．経団連「新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン」
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令和元年版 労働経済白書
➡人手不足下における「働き方」について、
「働きやすさ」と「働きがい」の観点から分析
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もはや「人手不足」ではない。
➡タイミングを逸した部分はオミット。

労働市場が氷河期に入る
➡「離職を防ぐ」方策を重視する？



令和元年版 労働経済白書

➡地域別の完全失業率は、全てのブロックにおいて低下しており、国際的にも低い水準で推移している。

「D.I.」（ディー・アイ）とは、Diffusion Index（ディフュージョン・インデックス：景気動向指数）の略
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令和元年版 労働経済白書
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令和元年版 労働経済白書
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令和元年版労働経済白書において、不適切なものはいくつあるか。

１．働き方改革による「働きやすさ」の向上は、離職率や定着率に加え、
労働者のストレス・疲労感・労働生産性、顧客満足度が改善する可能性が
ある。

２．正社員については、中高年社員、上位役職者の「働きがい」が低い傾
向がみられる。

３．非正規雇用労働者については、不本意非正規雇用労働者は、一律に
「働きがい」が低い傾向がある。

４．「働きがい」向上には、コミュニケーションの円滑化、労働時間短縮、
働き方の柔軟化、裁量権の拡大、将来のキャリア展望の明確化などが有効
である。
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令和元年版 労働経済白書 予想問題

令和元年版労働経済白書において「働きがい」向上に有効とされたもののうち、
不適切なものはいくつあるか。

A．コミュニケーションの円滑化
B．労働時間短縮
C．働き方の柔軟化
D．裁量権の拡大
E．将来のキャリア展望の明確化

１．１つ
２．２つ
３．３つ
４．不適切なものはない
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令和元年度能力開発基本調査
令和元年度の企業の教育訓練への支出状況

ＯＦＦ−ＪＴまたは自己啓発支援に支出した企業は57.5%

ＯＦＦ−ＪＴと自己啓発支援の両方に支出した企業は25.0%

ＯＦＦ−ＪＴにのみ費用を支出した企業は29.4%

自己啓発支援にのみ支出した企業は3.1%

どちらにも支出していない企業は41.6%

ＯＦＦ−ＪＴに費用を支出した企業は、54.9%と平成30年度調査（以下「前回」とい
う。）と比べて増加している。

自己啓発支援に費用を支出した企業割合は、28.2%となり、前回と比べてやや増加。
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令和元年度能力開発基本調査

能力開発の実績・見込みについて

正社員に対する過去３年間（平成28年度～平成30年度）のＯＦＦ
−ＪＴに支出した費用の実績では、「増加した」が24.6%

正社員に対するＯＦＦ−ＪＴ費用の今後３年間の支出見込みでは、
「増加予定」が32.7%
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令和元年度能力開発調査

事業内職業能力開発計画
作成状況
「すべての事業所において作成している」とする企業が15.5%
「一部の事業所においては作成している」とする企業が7.4%。
両者を合わせても全体の４分の１に満たない。
「いずれの事業所においても作成していない」企業が75.5%。

産業別の状況
事業内計画作成企業の割合が最も高いのは、「情報通信業」41.5%
各産業の中で唯一４割を超えている。
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令和元年度能力開発調査

職業能力開発推進者の選任状況

「すべての事業所において選任している」とする企業が11.6%
「一部の事業所においては選任している」とする企業が8.2%
両者を合わせても全体の４分の１に満たず、
「いずれの事業所においても選任していない」企業が78.4%。

産業別に推進者の選任状況を見ると、推進者選任企業の割合が最も
高いのは、「情報通信業」41.9%で唯一４割を超える。
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令和元年度能力開発調査
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令和元年度能力開発調査
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令和元年度能力開発調査
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令和元年度能力開発調査
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キャリアコンサルティングを行うしくみの導入状況

正社員または正社員以外に対してキャリアコンサルティングを行うしくみを導入し
ている事業所は39.8%

その内訳を見ると、正社員と正社員以外の両方に対して導入している事業所は
24.3%、正社員のみに対して導入している事業所は15.0%

正社員以外に対してのみ導入している事業所は0.5%

一方、キャリアコンサルティングを行うしくみを導入していない事業所は59.7%



令和元年度能力開発調査

2020©キャリ魂塾 合同会社インクルーシブ 22



令和元年度能力開発調査
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正社員を雇用する事業所のうち、正社員の自己啓発に対する支援を行っている事業所
の割合は82.3%と、前回（82.5%）と比べて減少
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職業能力開発推進者
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テレワーク
定義
テレワークとは「情報通信技術（ICT＝Information and Communication 
Technology）を活用した時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方」のこ
と。

Tel（離れて）とWork（仕事）を組み合わせた造語です。要するに本拠地のオ
フィスから離れた場所で、ICTをつかって仕事をすることです。

テレワークは働く場所で分けると、自宅で働く在宅勤務、移動中や出先で働く
モバイル勤務、 本拠地以外の施設で働くサテライトオフィス勤務があります。

（出典：テレワーク総合ポータルサイト）
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（出典：テレワーク総合ポータルサイト）



労働施策総合推進法（旧雇用対策法）
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本来、職業能力開発促進法と同レベルで重要な法律の一つ
労働市場政策の基本法（菅野労働法）
職業能力開発促進法
この法律は、労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律）と相まつて、職業訓練及び職
業能力検定の内容の充実強化及びその実施の円滑化のための施策並びに労働者が自ら職業に関する教育訓練又は職業能力検定を受け
る機会を確保するための施策等を総合的かつ計画的に講ずることにより、職業に必要な労働者の能力を開発し、及び向上させること
を促進し、もつて、職業の安定と労働者の地位の向上を図るとともに、経済及び社会の発展に寄与することを目的とする



労働施策総合推進法（旧雇用対策法）

2020©キャリ魂塾 合同会社インクルーシブ 30



労働施策総合推進法（旧雇用対策法）
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労働施策総合推進法（旧雇用対策法）
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労働施策に関する基本的事項として、掲げられた「転職・
再就職支援、職業紹介等に関する施策の充実」のうち、不
適切なものはどれか。

１．成⾧分野等への労働移動の支援

２．職場情報・職業情報の見える化

３．求人・求職情報の効果的な提供及び地域の雇用機会の確保

４．キャリアコンサルタントによる相談の提供
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「人生100年時代」の企業の在り方 ～従業員のキャリア自律の促進～ 経済産業省産業人材政策室



「若年者の就業状況・キャリア・職業能力開発の現状③−平成29年版『就業構造基本調査』より−」
（独立行政法人労働政策研究・研修機構、2019年）における就職氷河期世代（1993～2004年の間に卒
業）に関する次の記述（年齢は資料作成当時のものである）

１．フリーターの推移を確認すると、20代前半にピークを迎えてその後減少するというのはど
の世代でも同じだが、景気状況によってそのタイミングは異なり、「就職氷河期世代」は正社
員への移行のタイミングが遅い。

２．現在フリーターである者の就業継続・転職希望を見ると、35−44歳にあたる層の就業継
続希望は高く、転職希望は低くなっている。

３．非求職無業者数の推移についてはフリーターのように景気の影響は大きくなく、景気とは
別の問題であることがうかがえる。35−44歳の非求職無業者38.9万人のうち、就業希望があ
るのは16.4万人である。就業希望の有無にかかわらず、求職活動をしない理由として最も多い
のが「病気・けがのため」である

４．「就職氷河期世代」の非求職無業者の世帯収入についてみると、非求職無業者が「子」で
ある場合の世帯主の主な収入の種類は、「子」が35−44歳になると「年金・恩給」が７割近
くなる。

５． この世代にほぼ該当する高卒30～39歳、大卒35～44歳の男性について、より年上の先行
世代やより若い世代に比べると、現在正社員である者のうち、初職からずっと正社員であった
者の比率は低い。
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経団連「新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン」
オフィスにおける新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン(抜粋)

講じるべき具体的な対策
•感染予防対策の体制 経営トップが率先し、新型コロナウイルス感染防止
のための対策の策定・変更について検討する体制を整える。

•感染症法、新型インフルエンザ等対策特別措置法等の関連法令上の義務
を遵守するとともに、労働安全衛生関係法令を踏まえ、衛生委員会や産
業医等の産業保健スタッフの活用を図る。

•国・地方自治体・業界団体などを通じ、新型コロナウイルス感染症に関
する正確な情報を常時収集する。



https://career19.link
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